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第1章 要約 

1.1. 要約 

1.1.1. 本事業の背景 

大塚製薬は世界で約 40 年ぶりの新薬となる抗結核薬「デラマニド」を開発した。[1] デラマニド

は従来の抗結核薬とは全く異なるメカニズムを持つ革新的な薬で、MDR-TB を適応疾患とし、2014
年に欧州と日本で発売を開始し、現在世界 70 カ国以上で使用されている。一方、速やかなアクセス

拡大と並行して､新薬であるデラマニドへの耐性菌の出現を回避するためには、各国での導入時にお

ける適正使用の徹底が不可欠である。抗菌薬の適正使用では『適切な抗菌薬を選択し、適切な量を、

適切な期間、適切な投与ルートで投与することが重要』とされている。[2] 従って、単に抗菌剤を適

切に処方するだけでなく、患者が適切な期間、薬剤を飲み続けること、すなわち適切な服薬遵守が

適正使用の前提となる。 世界第 2 位の結核蔓延国（世界の結核患者の約 10%）である本事業の実施

国のインドネシアでのデラマニドの導入を想定した場合、その適正使用を推進するため、服薬遵守

を改善する取り組みが重要であると考えられた。 

1.1.2. 本事業の普及対象技術 

近年、医療の分野でスマートフォンなどの携帯情報端末を使用し、個人の健康を高める mHealth
（モバイルヘルス）の取り組みが盛んに行われている。大塚製薬では、長期におよぶ結核治療での

大きな問題の一つである患者自身による服薬中断に対して、スマートフォンのアプリケーション

（以下アプリ）を用いた改善を着想し、日本でアプリの開発を行っていた。しかしながら、日本の

結核登録患者の 65%以上がスマートフォンの日常的使用に不慣れな 65 歳以上であり、残念ながらそ

の普及が有効であるとは考えられなかった。[3] 一方、結核高蔓延国の多くで、結核は若年層でも大

きな問題であり、世界第 2 位の結核蔓延国であるインドネシアも同様である。インドネシアは結核

蔓延国の中でもスマートフォンの普及が進んでおり、2017 年のスマートフォン使用者が約 7,500 万

人で、2019 年には約 9,200 万になると推定されている。[4]このような環境では、服薬遵守改善及び

知識の向上を目的としたスマートフォンアプリは有用に利用できると考えられた。 

本事業の普及対象技術は、この患者の服薬遵守改善及び知識の向上を目的としたスマートフォンア

プリとした。本アプリは服薬・通院リマインダー機能や結核教育コンテンツ・結核情報の提供機能

などを有し、治療に対するアドヒアランス（アドヒアランスは、患者自身の治療への積極的な参加

が治療成功の鍵であるとの考えに基づき、積極的に治療方針の決定に参加し、その決定に従って治

療を受けることを意味する）の向上で服薬改善を促す事を意図して設計されている。 

1.1.3. 本事業の目的/目標 

本事業は、スマートフォンで使用できる服薬遵守支援アプリを、現地のスマートフォン使用環境を

考慮した上で、インドネシアの結核患者が使用しやすい形態に現地化・導入することで、デラマニ

ド導入時の適正使用を推進する環境整備への寄与に資することを目的とした。現地化では、現地の

医療環境を加味しながら、結核患者の知識の改善に伴う服薬遵守改善を期待した教育動画を作成し、

アプリでの視聴を可能とした。 

1.1.4. 本事業の実施内容 

本事業は下記表に示す通り、大きく 4 つの目標を各フェーズで達成するべく実施した。 
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フェーズ 時期 目的 

第 1 2015 年 11 月～2016 年 12 月 現地ニーズを反映させた現地化服薬遵守支援アプリの

作成 

第 2 2017 年 1 月～2017 年 9 月 現地化服薬遵守支援アプリの有効性の実証 

第 3 2017 年 9 月～2017 年 12 月 実証プロジェクト結果からの現地化服薬遵守支援アプ

リの最終化 

第 4 2017 年 12 月～2018 年 2 月 現地化服薬遵守支援アプリの普及活動と結核に関する

教育・啓蒙 
 

1.1.5. 本事業の結果／成果 

1) 現地ニーズを反映させた現地化服薬遵守支援アプリの作成 

日本で開発していたアプリの現地化から作業を開始した。現地化に際しては、ジャカルタにある

MDR-TB 治療を行える 3 つの病院と 2 つの Puskesmas（インドネシア全土にある公立地域診療所）

で現地化アプリのプロトタイプを提示しながら、結核患者、患者家族、医療関係者に対してインタ

ビューを実施し、インドネシアの結核治療の現状やアプリに対する要望を把握した。 

2) 現地化した服薬遵守支援アプリの有効性の実証 

インタビュー結果を反映したアプリと教育動画を作成し、現地化アプリを完成させた。インドネシ

ア保健省の許可のもと、2017 年 1 月から 8 月まで 3 つの病院（Persahabatan Hospital、Islam Cempaka 
Putih Hospital、Dr. Goenawan Lung Hospital）で現地化アプリの評価（実証プロジェクト）を実施し、

アプリの有効性を確認した。 

3) 実証プロジェクト結果からの現地化服薬遵守支援アプリの最終化 

実証プロジェクトの結果をもとにアプリの機能の見直しを行い、最終化したアプリとアプリの使用

方法の動画を含む 15 の教育動画を作成した。最終化した現地化アプリは Google Play Store で無料公

開し、広く使用できる環境を設定した。 

4) 現地化服薬遵守支援アプリの普及活動と結核に関する教育・啓蒙 

現地関係者を集めた報告会やミーティング、呼吸器専門医の集まる学会での講演などを実施し、ア

プリの使用促進を図ると共に、服薬遵守の重要性の訴求を行った。 

1.1.6. 現段階におけるビジネス展開見込み 

本事業では、ビジネス対象をデラマニドとし、ビジネス展開の補完ツールとして普及対象としたア

プリの展開を行った。ビジネス対象としたデラマニドは、本事業の開始後の 2016 年 2 月から、The 
Global Fund to Fight AIDS, Tuberculosis and Malaria（Global Fund）の支援対象国に対し、ストップ結

核パートナーシップの下部組織である Global Drug Facility（GDF）からの供給が可能となった。イ

ンドネシアでも、本事業中にインドネシア保健省が GDFからデラマニドを購入し、使用に向けた準

備が進められている。 

1.1.7. ビジネス展開見込みの判断根拠 

デラマニドは 2014 年に欧州、日本、及び韓国で、そして現在までに香港、トルコ、フィリピン、イ

ンド、トルクメニスタン、中国で承認されている。WHO からも 2014 年に成人での使用、2016 年に

は青年及び小児での使用に関するガイダンスが発行された。また、それに伴い、2015 年には成人用、
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2017 年には青年及び小児の MDR-TB の治療薬として WHO の必須医薬品リスト（Essential Medicines 
List）に掲載された。インドネシアでも、2016 年に発行された国の結核治療指針にデラマニドが掲

載され、使用準備が進められている。また、2017 年 1 月､世界中の結核関係団体が実施した The 
Joint External TB Monitoring Mission（JEMM TB）の報告でも、デラマニドの早期導入が推奨されて

いる。[5] 

1.1.8. ビジネス展開に向けた残課題と対応策・方針 

デラマニドなどの新規抗結核薬の導入に先立ち、日本政府が国連開発計画（United Nations 
Development Programme, UNDP）に拠出している資金を利用し、インドネシア保健省の結核対策局

（National TB Program, NTP）や王立オランダ結核予防会（Royal Netherlands Tuberculosis Association, 
KNCV）が中心となり、デラマニドを含む新規抗結核薬の適正使用を推進するための医薬品安全性

監視システム（Pharmacovigilance system, PV system）の構築が行われた。これにより、WHO が定義

するところの『医薬品の有害な作用または医薬品に関連する諸問題の検出、評価、理解及び予防に

関する科学と活動』を行うための環境は整備されつつある。また、インドネシア NTP は 80 を超え

る MDR-TB 治療可能施設（35 の拠点病院とそのサテライト施設）で新規抗結核薬の使用が開始でき

るように、標準作業手順書（Standard Operating Procedure, SOP）の作成を行い、適正導入に向けた対

応を進めている。このように新規抗結核薬導入に向けた適正環境整備が進む中、患者の治療に対す

るアドヒアランス改善に寄与できる本事業のアプリは補完ツールとして活用できると考えられる。 

1.1.9. 今後のビジネス展開に向けた計画 

現在、現地子会社（PT Otsuka Indonesia, PTOI）がインドネシア保健省に対してデラマニドの薬事申

請を実施している。薬事承認後は、GDFからの調達だけでなく、子会社である PTOI からの調達が

可能となる。 GDFを介さずにデラマニドが導入されている国では、政府による一括調達、病院によ

る入札による買い上げ、多様な保険者による保険償還などの様々な方式が取られているが、インド

ネシアでの現地での購入スキームの構築は今後の課題である。 

1.1.10. ODA 事業との連携可能性について 

インドネシアでは、2008 年 10 月 12 日から 2011 年 10 月 11 日まで ODA の技術協力プロジェクトと

して『結核対策プロジェクト』が東ジャワ州スラバヤ、西ジャワ州バンドンおよびジャカルタで実

施された。このプロジェクトを通じて強化された診断用の検査室は、現在もインドネシアの結核臨

床検査の中心的な施設として、MDR-TB 治療方針の決定に不可欠な薬剤感受性検査を実施している。

インドネシアは、これだけの深刻な結核事情を抱える一方、結核検査体制・治療施設が依然として

少なく脆弱であることから、前述の『結核対策プロジェクト』のような ODA 事業による治療環境

の改善は、デラマニドの適切使用を推進する上で効果的であると考えられる。 
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1.2. 事業概要図 
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第2章 本事業の背景 

2.1. 本事業の背景 

WHO の報告によると、2016 年に全世界で 1,040 万人が結核に罹患し、130 万人が結核により死亡し

ている。[6] 最も強い抗結核作用を持つ 2 つの薬剤であるリファンピシンとイソニアジドの両剤に耐

性を示す多剤耐性結核（MDR-TB）には 49 万人が罹患している。インドネシアはインドに次いで結

核患者の多い国で、2016 年に約 102 万人（世界の結核患者の約 10%）が結核に罹患し、約 3.2 万人

の MDR-TB 患者がいると推定されている。[6]  2013 年のインドネシアの MDR-TB 患者の報告例数

は 912 人であったが、結核菌とリファンピシン耐性を全自動で検出できる遺伝子解析装置「Xpert 
MTB/RIF」の積極導入により、2016 年にはリファンピシン耐性結核注 1（RR-TB）もしくは MDR-TB
と同定された患者は 2700 名を超え、今後更なる同定患者数の増加が考えられる。 

現在の薬剤感受性結核の標準的な治療は、4 種類の一次抗結核薬による 6 ヶ月間の多剤併用療法で

あるが、MDR-TB の治療では、一次抗結核薬よりも効果が弱く副作用の強い二次抗結核薬を使用し、

18 から 24 ヶ月の多剤併用療法が必要である。一方、この標準的な治療成功率は 50%程度と低く、

公衆衛生上の危機であり健康保障上の大きな脅威である。[7] 

このように長期に亘る結核治療において、服薬遵守は大きな課題である。結核治療での服薬遵守の

悪化は、患者の治療失敗につながるだけでなく、治療中の薬剤に対する耐性菌の出現を引き起こし、

感受性結核が MDR-TB に、更には MDR-TB が超多剤耐性結核（Extensively Drug-Resistant 
Tuberculosis, XDR-TB）となるリスクを抱える。WHO 報告でも、新規治療患者での MDR-TB の割合

は 4.1%に対し、既治療患者では 19%と非常に高い割合となる。[6] このように、現在開始した治療

を完遂・成功させることは結核対策の要である。 

服薬遵守にはコンプライアンス（Compliance）とアドヒアランス（Adherence）という 2 つの考え方

が存在する。コンプライアンスの観点では、医療従事者が立てた治療計画を患者が遵守するという

管理で行われてきた。この考えでは、往々にして患者が服薬の意義や内容を理解しないままに治療

を受けているために、自己判断による服薬中断や飲み忘れなど、病気の再発の可能性がしばしば問

題となっていた。これは、患者が医療者の指示に従うという垂直的な関係性のため、患者は治療決

定に対して受動的で、服薬内容への理解も不足しているケースが多いからである。一方、近年取り

ざたされているアドヒアランスの観点では、医師と患者とが同じ視線のコミュニケーションを取り

ながら治療方針が決定されるため、患者の治療に対する理解度が高く、自己判断による服薬中断や

飲み忘れなどが減ると考えられている。WHO も結核でのアドヒアランスの重要性を報告している。

[8] 

インドネシア政府もこの深刻な結核事情を解決すべき重要な医療問題と認識し、結核対策に力を入

れているが、課題は山積している。中でも結核患者の服薬遵守は大きな問題の一つである。2006年
から 2007 年にインドネシアで服薬遵守に影響を与える因子を検討した報告では、服薬を中断した患

者と比べ遵守した患者の方が治療期間や毎日の服薬に関する知識があること、そして服薬を中断し

た患者の多くが治療を中断した時のリスクに関する知識がないことが報告されている。[9] また、

服薬を中断した患者の主な理由は､「自覚症状改善」であることも明らかになり、結核治療や結核そ

のものに対する知識レベルを向上させることが結核患者の服薬遵守向上に必要不可欠であると考え

られている。この服薬遵守の低さは、治療の失敗や病気の再発、さらには使用する薬剤に対する耐

性菌の出現などに繋がり、結核治療の窮状が一層深刻化すると考えられる。 

大塚製薬は世界で約 40 年ぶりの新薬となる抗結核薬「デラマニド」を開発した。その作用機序は結

核菌の細胞壁を構成するミコール酸の合成阻害であり、従来の抗結核薬とは全く異なるメカニズム

を持つ革新的な薬で、2014 年に欧州と日本で MDR-TB を適応疾患として販売が開始されている。今
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後予定されるインドネシアでのデラマニド導入において、その市場価値を最大限に引き出す為には、

インドネシアの抱える上述の問題を包括的に解決する事が重要だと考えられた。そこで、患者の服

薬遵守改善及び知識の向上を目的とした結核患者のためのスマートフォン用服薬遵守支援アプリを

導入し、結核治療の環境改善に貢献することで、デラマニドの適正使用や継続的なビジネスを可能

にすると共に、インドネシア政府が抱える結核治療全体の底上げにも寄与できると考えた。 

注 1：インドネシアのガイドラインでは、リファンピシン耐性であればもう一剤のイソニアジドにも耐性の可能性が

高いため、イソニアジドの耐性確認前に MDR-TB としての治療が開始できるとされている 

2.2. 普及対象とする技術、及び開発課題への貢献可能性 

2.2.1. 普及対象とする技術の詳細 

（名称） 結核患者のためのスマートフォン用服薬遵守支援アプリ 

（概要） 本スマートフォン用のアプリは結核患者の服薬遵守の改善を目的として開発された。スマ

ートフォンや携帯電話を使った服薬管理システムは既に存在するが、それらの多くは患者を監視す

る事を目的としている。例えば、患者自身が服薬している写真をメールで撮り医療従事者に報告す

るシステムや、ピルケースを開けると自動的に服薬状況が通知されるシステムなどがある。一方、

本事業で導入するアプリは患者が自発的に服薬遵守を改善するアドヒアランスの観点に主眼を置い

ており、管理・監視のための医療従事者への報告を目的とはしない。なお、現在までにインドネシ

アにおいて、結核に関連するスマートフォン用のアプリは導入されていない。 

A) 服薬・通院リマインダー機能 

結核治療は長期に亘り、毎日服薬しなければならない為、薬の飲み忘れを最小限にする必要がある。

服薬時間・通院日などを事前に登録することで、自動的にリマインダーのメッセージが送信され飲

み忘れ防止を促す。患者のライフスタイルや服薬回数などの異なる薬剤に対応できるように、服薬

時間は患者が自由に設定できる。また､通院リマインダーも適切なタイミングでメッセージが表示さ

れる。加えて、患者は服薬の記録をカレンダーに記録することで、自身の服薬状況の可視化が可能

となる。 

B) 結核教育コンテンツ（動画など）・結核情報の提供機能 

結核治療に対する理解を深めるための情報を、動画などを作成・用いて結核患者とその家族へ提供

する。結核がどの様な病気か、なぜ日々の服用が重要なのか、服用中断によるリスク、診断結果を

どう理解すべきなのかなどを分かりやすく説明する。また、本事業では、患者が第三者の医師に質

問できるオンラインコンサルテーション機能も試験的に組み込んだ。 

C) 家族・友人による励ましによるサポーター機能 

治療期間中、患者を励まし、前向きに治療に取り組める環境を作り出すことを目的とした機能であ

る。患者が登録した人（主に家族や友人とし、患者本人が自由に設定可能）は、患者の服薬・通院

状況、検査結果などが閲覧可能となり、患者の状況を見ながら励ましのメッセージを、患者に送る

ことができる。 

2.2.2. 開発課題への貢献可能性 

普及対象である結核患者のためのスマートフォン用服薬遵守支援アプリは以下の機能を通じ、患者

の服薬遵守改善への寄与が期待される。 

A) 服薬・通院リマインダー機能 
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薬の飲み忘れを防止し、適切なタイミングでの通院を促す事で、服薬遵守改善が期待された。 

B) 結核教育コンテンツ（動画など）・結核情報の提供機能 

治療状況に応じた適切なメッセージや動画などの教育コンテンツを提供し、結核患者及びその家

族・友人が結核とその治療の重要性を正しく認識することで、服薬遵守改善が期待された。 

C) 家族・友人による励ましによるサポーター機能 

結核治療は長期に亘り、副作用の強い薬を使用することから、結核による自覚症状の消失に伴い、

自らの判断で治療を中断するケースが多い。そのため、家族・友人による支援が患者の治療継続に

貢献できることが期待された。 
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第3章 本事業の概要 

3.1. 本事業の目的及び目標 

3.1.1. 本事業の目的 

本事業では、結核患者のためのスマートフォン用服薬遵守支援アプリの普及促進を通じ、結核患者

の服薬改善を試みるだけでなく、政府関係者・医療関係者などと服薬遵守を共通の課題とし、服薬

遵守改善への取り組みの促進を図り、抗結核薬が適切に使用される環境整備に寄与することを目的

とした。 

3.1.2. 本事業の達成目標（対象国・地域・都市の開発課題への貢献） 

本事業は 4 つのフェーズで構成し、それぞれの達成目標を設定した。 

1) 第 1 フェーズ：医療従事者、結核患者やその家族からの聞き取り調査を通して、現地のニーズ

を把握し、服薬遵守支援アプリの現地化を行う 

2) 第 2 フェーズ：服薬遵守支援アプリは MDR-TB を含むすべての結核患者での使用を想定してい

るため、感受性結核及び MDR-TB を含む結核患者 50 名程度を対象とした実証プロジェクトを実

施し、その有効性を確認する 

3) 第 3 フェーズ：実証プロジェクトの結果を反映させ、現地化服薬遵守支援アプリの最終版を作

成する 

4) 第 4 フェーズ：現地医療関係者・患者などとの勉強会等を実施し、服薬遵守支援アプリに対す

る理解を促すと共に、結核に関する知識の向上を図る 

3.1.3. 本事業の達成目標（ビジネス面） 

デラマニドをインドネシアに導入し、適正使用環境下での使用を開始する。 

3.2. 本事業の実施内容 

3.2.1. 実施スケジュール 

本事業の実施期間は 2015 年 11 月から 2018 年 3 月までで、13 回の現地渡航により業務を実施した。 

現地渡航 活動期間 活動内容 
第 1 回 2015 年 11 月 9 日から 11 月 15 日 現地関係者への事業概要・スケジュール説明 
第 2 回 2015 年 12 月 10 日から 12 月 13 日 現地関係者を集めた全体説明会の実施 

インタビューの準備 
第 3 回 2016 年 1 月 18 日から 1 月 23 日 インタビューのモニタリング 

事業の進捗確認 
第 4 回 2016 年 3 月 1 日から 3 月 5 日 インタビュー結果の解析 

事業の進捗確認 
第 5 回 2016 年 5 月 23 日から 5 月 28 日 実証プロジェクトに向けた現地関係者との面談 

事業の進捗確認 
第 6 回 2016 年 8 月 21 日から 8 月 26 日 実証プロジェクトに向けた現地関係者との面談 

事業の進捗確認 
第 7 回 2016 年 10 月 30 日から 11 月 2 日 実証プロジェクトに向けた現地関係者との面談 

事業の進捗確認 
第 8 回 2016 年 12 月 4 日から 12 月 7 日 実証プロジェクトに向けた現地関係者との面談 
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事業の進捗確認 
第 9 回 2017 年 1 月 8 日から 1 月 15 日 実証プロジェクトのための説明会の実施 
第 10 回 2017 年 6 月 5 日から 6 月 9 日 事業の進捗確認 
第 11 回 2017 年 9 月 10 日から 9 月 15 日 現地関係者との面談 

事業の進捗確認 
第 12 回 2017 年 12 月 7 日から 12 月 13 日 現地関係者を集めた全体説明会の実施 

事業の進捗確認 
第 13 回 2018 年 2 月 5 日から 2 月 10 日 保健省並びに現地関係者への事業成果の説明 

学会での発表 
 

3.2.2. 実施体制 

本事業は National TB Program（NTP、保健省結核対策プログラム）の了承の元で実施した。プロジ

ェクト全体の運営管理は大塚製薬株式会社が、現地でのインタビューや実証プロジェクトの管理は

外部人材として参画した PT Kopernik が行った。実証プロジェクトはインドネシア大学付属病院で

国の MDR-TB 治療の拠点である Persahabatan Hospital、ジャカルタ近郊の Cisarua にある MDR-TB 治

療も実施する肺疾患専門病院の Dr. Goenawan Lung Hospital、Interactive Research & Development
（IRD）などが国際的に展開する endTB プロジェクト注 2で新薬を用いた MDR-TB 治療を実施する私

立病院の Islam Cempaka Putih Hospital の 3 つの病院で実施した。また、元インドネシア保健省 開
発・研究局長である Prof. Tjandra Yoga Aditama を代表とし、インドネシアで多剤耐性結核制圧に向

けた活動を行っている NPO である Indonesian Initiative on MDR TB Care（IMTC、インドネシア多剤

耐性結核治療イニシアチブ）からはプロジェクト全般に対する支援、多剤耐性結核の患者団体であ

る Pejuang Tangguh（PETA）からは実証プロジェクト実施に対する支援を受けた。 

 

注 2：航空券連帯税などの革新的資金メカニズムから資金の提供を受けて、途上国におけるエイズ・マラリア・結核

の治療普及を支援する国際機関である UNITAID が資金援助（約$60M）し、Partners In Health, Médecins Sans 
Frontières, Interactive Research & Development（IRD）がパートナーとして活動する MDR-TB のためのプロジェクト。

デラマニドを含む新薬のアクセス拡大（少なくとも 2600 名の患者）や、安全性が高く短期で効果を示す治療レジメ

を見出すこと（750 名での臨床試験）などを目的とし、インドネシアを含む 17 ヶ国で 2015 年から 4 年間の予定でプ

ロジェクト展開している。（https://unitaid.eu/project/end-tb-project/#en） 
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3.2.3. 実施内容 

本事業は 4 つのフェーズの目標を達成するべく実施した。 

# タスク 現地活動計画（回） 実施内容 目標 

（事業終了時の目
標） 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 

1 現地のニーズを反
映させた服薬遵守
支援アプリの現地
化 

             医療従事者、結核患者
やその家族からの聞き取
り調査を通して、現地の
ニーズを把握し、服薬遵
守支援アプリの現地化を
行った 

 現地結核事情の把
握 

 現地結核関係者と
の人脈構築 

 現地ニーズを反映し
たアプリの現地化 

 現地ニーズを反映し
た教育動画の作成 

2 現地化した服薬遵
守支援アプリの有
効性の実証 

             ジャカルタ首都圏の 3病
院で、多剤耐性結核を
含む結核患者（45
名）とその家族に、現地
化した服薬遵守支援ア
プリを 3 ヶ月間使用して
もらい、服薬継続率の定
量的評価や結核に関す
る知識の改善などの定
量・定性的な評価を行
い、アプリの有効性を評
価した 

 実証プロジェクト実
施のための保健省か
らの許可の取得 

 実証プロジェクトのた
めの病院との契約締
結 

 実証プロジェクトのプ
ロトコール策定 

 実証プロジェクトの実
施 

 

3 実証試験の結果を
元にした服薬遵守
支援アプリの最終
化 

             実証試験で収集した情
報を元に、服薬遵守支
援アプリの最終化作業を
行った 

 実証プロジェクト結
果解析 

 実証プロジェクトの結
果を反映したアプリの
最終化 

 実証プロジェクトの結
果を反映した教育
動画の追加作成 

4 服薬遵守支援アプ
リの普及活動と結
核に関する教育・
啓蒙 

             最終化した服薬遵守支
援アプリは Google Play 
Storeで無料公開し、現
地関係者を集めた報告
会や学会発表、政府関
係者との個別面談を通
じてその使用を訴求する
と共に、服薬遵守の重要
性を訴求した 

 最終化アプリの普及
活動 

 適切な薬剤使用環
境の訴求 
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第4章 本事業の実施結果 

4.1. 第 1 フェーズ（2015 年 11 月～2016 年 12 月） 

現地ニーズを反映させた現地化服薬遵守支援アプリの作成のために現地活動を行った。 

1) 第 2 回の現地活動では、PT. Kopernik（外部人材）、 PT. MeetDoctor（アプリの現地化並びに教

育動画作成）、Persahabatan Hospital、Islam Cempaka Putih Hospital、Dr. Goenawan Lung Hospital、
IMTC、PETA などの関係者を集め、本事業のキックオフミーティングを実施した。 

キックオフミーティングの様子     参加者集合写真 

             

2) 第 3 回の現地活動では、3 つの病院（Persahabatan Hospital, Islam Cempaka Putih Hospital, Dr. 
Goenawan Lung Hospital）と、結核が大きな問題である東ジャカルタにある 2 つの Puskesmas
（Kramat Jati, Ciracas）で PT Kopernik が実施していたインタビューのモニタリングを行い、現

地結核事情、スマートフォンアプリの使用状況など、現地ニーズの把握を行った。37 名の結核

患者、13 名の患者家族、19 名の医療関係者に対して実施したインタビューから、下記の様な結

果が得られた。 

インタビュー結果のサマリー 

 アプリの使用に関して、半数以上（39/69）からポジティブな反応が得られた一方、4 名が使

いづらい、15 名（うち 10 名は 51 歳以上）からは関心がないとの反応 

 

 30 歳以下の年齢層は概ねポジティブな反応、51 歳以上の年齢層ではネガティブな反応 
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 患者 28 名にアプリをインストールするかを尋ねたところ、11 名が『Yes』、8 名が『No』、

9 名が『Maybe』となり、Maybe の理由にはアプリのファイル容量の懸念など 

 オンラインコンサルテーションが最も使用したい機能であるとの反応 

 ほぼすべてのインタビュー対象者が教育動画に好意的であったが、特に医療関係者が高評価 

 多剤耐性結核患者は、主に吐き気、尿酸、痛風、不眠症などに悩まされているとの回答 

現地化に対する推奨 

 高年齢層でのアプリ使用は難しいと考えられるため、50 歳以下に年齢層を絞った早期導入 

 X 線検査、喀痰検査、血液検査に関するリマインダーやチャット機能の追加 

 MDR-TB に特化した説明動画、治療中の生活・食習慣に関する教育動画の作成 

 インドネシアの感受性結核治療の維持期では週 3 日投与であるため、プログラム改変が必須 

       インタビュー風景 

    

本事業開始の 2015 年 12 月時点のインドネシアの携帯端末のオペレーティングシステムの普及

状況は、Google のアンドロイドが 74.2％に対して Apple の iOS は 2.8%のシェアであった。[10] 
今後もアンドロイドをオペレーティングシステムとしたスマートフォンの普及が考えられたた

め、アンドロイドアプリを作成した。なお、2017 年 12 月時点においては、アンドロイドが

88.4％に対して Apple の iOS は 3.8%で、引き続きアンドロイド型の端末のシェアが圧倒してい

る。[10] 
3) 第 7 回の現地活動では、NTP の Programmatic Management of Drug-Resistant TB（PMDT、多剤耐

性結核菌管理部局）の責任者である Nurjannah 氏を始めとする NTP のメンバー、WHO インド

ネシアオフィス、KNCV インドネシアオフィス、JICA インドネシアオフィスと会合を持ち、現

地化対応が完了したアプリを提示しながら事業説明を実施した。NTP からは事業に対する理解

が得られ、NTP の責任者である Asik Surya 氏と面談することで合意した。 

【出席者】 

 NTP: Ms. Nurjannah, Dr. Retno KD, Ms. Helmi Suryani, Ms. Regina Tambunan, Ms. Rizka Nurfadila, 
Ms. Harsana, Kasman 

 WHO インドネシアオフィス: Dr. Regina Loprang 

 KNCV インドネシアオフィス: Mr. Roni Chandra 

 JICA インドネシアオフィス：村田広志企画調査員、山口悦子企画調査員 

 大塚製薬：Yoesrianto Tahir、高橋 祐二、川﨑 昌則 
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4) 第 8 回の現地活動では、NTP の責任者である Asik Surya 氏を始めとする NTP、KNCV、JICA、

また同じくインドネシアで民間技術普及促進事業を実施されるニプロ株式会社と共に会合を持

ち、事業説明を実施した。当初は NTP だけとの面談を想定していたが、インドネシアの結核対

策を支援している KNCVのインドネシアオフィス代表の Dr. Agnes Gebhard も出席し、会議が

実施された。冒頭、JICA の民間連携事業部小西次長より、民間技術普及促進事業の成り立ち等

について説明がなされた。次に、ニプロ、次いで大塚から、事業概要、さらにはそれぞれの事

業のインドネシアの結核対策に対する貢献の可能性を説明した。面談の最後に、Asik Surya 氏
から、インドネシアの結核事情、特に 2013 年から 2014 年に実施された疫学調査から潜在患者

数がこれまでの 2.5 倍近くいることが明らかとなり、NTP の優先課題が患者の同定（Case 
finding）であることの説明がなされた。一方、ニプロ株式会社と大塚のプロジェクトが、現在

の National TB Program に沿う形で実施される限りにおいて、NTP としては事業実施に問題はな

いとのことで、JICA からの Information letter に呼応する形で、12 月 9 日までに

Acknowledgement letter の提出が約束された。 

【出席者】 

 NTP: Dr. Asik Surya, Ms. Nurjannah, Dr. Endang Lukitosari, Ms. Indah Fadlul 

 KNCV インドネシアオフィス: Dr. Agnes Gebhard, Mr. Tiar Salman 

 Persahabatan Hospital: Dr. Erlina Burhan 

 JICA 民間連携事業部：小西伸幸次長、吉冨久美子職員 

 JICA インドネシアオフィス：原田徹也次長、村田広志企画調査員、山口悦子企画調査員 

 ニプロ：松本俊雄氏、宮越正宣氏、平山壽和氏、森田満洋氏 

 大塚製薬：Yoesrianto Tahir、川﨑昌則、上田浩司 

        NTP との会議風景                会議後集合写真 

             

4.2. 第 2 フェーズ（2017 年 1 月～2017 年 9 月） 

現地化服薬遵守支援アプリの有効性の実証のために現地作業を行った。 

1) 第 9 回の現地活動では、Persahabatan Hospital、Islam Cempaka Putih Hospital、Dr. Goenawan Lung 
Hospital の 3 病院でのアプリ実証プロジェクトの開始に向け、関係者を一堂に会した会議を実施

した。活発な議論のもと、出席者からアプリと実証プロジェクトに関する理解を得た。 

【出席者】 

 Persahabatan Hospital: Dr. Erlina Burhan, Dr. Fathiyah Isbaniah, Dr. Diah Handayani 



 

14 

 

 Islam Cempaka Putih Hospital: Dr. Cut Yulia, Ms. Budhi, Ms. Sularni 

 Dr. Goenawan Lung Hospital: Dr. Neni Sawitri, Dr. Fordiastiko, Dr. Priska 

 PETA: Ully, Budi, Rasyid, Verawati, Rahmat 

 PT Kopernik: Tomohiro Hamakawa, Nadya Pryana 

 PT MeetDoctor: Tasuku Miyagi, Adhiatma Gunawan, Natassya Valens 

 JICA インドネシアオフィス：村田広志企画調査員、山口悦子企画調査員 

 大塚製薬：高橋 祐二、川﨑昌則、Yoesrianto Tahir, Agus Dwiyanto, Kawalta Tarigan, 
Motoyuki Sakiyama 

会議風景 

      

2) 第 10 回の現地活動では、NTP からの Acknowledgement letter 取得後、交渉を続けていた協議議

事録について、Persahabatan Hospital 院長の Mohammad Ali Toho 氏に事業説明を行い、協議議事

録締結に至った。 

【出席者】 

Persahabatan Hospital: Dr. Mohammad Ali Toho, Dr. Erlina Burhan 

JICA インドネシアオフィス：高樋俊介次長、村田広志企画調査員、山口悦子企画調査員 

大塚製薬：Yoesrianto Tahir、高橋 祐二、川﨑 昌則 

Dr. Ali による協議議事録へのサイン風景 

 

3) 2017 年 1 月から 9 月まで 45 名の患者（33 名の TB、12 名の MDR-TB）を登録し、アプリの服薬

遵守改善効果を確認するための実証プロジェクトを実施した。すべての患者の治療が 3 ヶ月を
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経過した時点で、病院データやアプリに組み込んだ解析ツールなどから得られたデータをもと

にアプリの有効性や使用性を評価し、さらに患者・患者家族・医療関係者へのインタビュー結

果も加えた総合的な評価を行った。その結果、アプリの機能に改善の余地はあるが、服薬遵守

の支援ツールとしては有効であると判断した。以下に実証プロジェクトの概要を示す。 

患者の条件：対象年齢が 17 歳から 45 歳で、アンドロイドタイプのスマートフォンを所有して

おり、再発・肺外結核・HIV 併発などの複雑性ではない薬剤感受性結核もしくは MDR-TB 患者 

患者の分布 

 

アプリの使用性 

 登録した 22%の患者が 3 ヶ月を超えてアプリを毎日継続使用していた。これは一般的なアプ

リの 90 日後の使用率平均（20%）を若干上回るもので合った。[4] 

 

 服薬や病院訪問を知らせるアラーム機能を 60％以上の患者が使用していた。 

 本事業初期に実施したインタビュー結果から期待されていたオンラインコンサルテーション

の使用率はすべての機能で最も低く、次いで家族・友人による励ましによるサポーター機能

であった。 
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アプリの有効性 

少ないサンプルサイズではあるが、4 つの観点で、アプリ継続使用者がアプリ使用中断者に対し

て、前向きな要素が確認された。 

A) 治療開始後に結核に関連した知識の改善について、アプリ使用中断者がわずか 26％だった

のに対し、アプリ継続使用者では 90%であった。 

B) アプリ使用中断者の 17%が 3 ヶ月を待たずに治療から脱落していたが、アプリ継続使用者で

は治療からの脱落は見られなかった。 

C) バラツキが大きいものの、治療 3 ヶ月後の体重改善（増加）で見た場合、アプリ使用中断者

が平均 0.3 kg であったのに対し、アプリ継続使用者は平均 0.7kg であった。 

D) 病院訪問の正確性（訪問予定日と実際の訪問日とのズレ）でも、アプリ使用中断者が 34%で

あったのに対し、アプリ継続使用者は 74%であった。 

 

ユーザーフィードバック 

 約半数の患者（16/35）で教育動画による結核知識の向上が確認された。 

 37 名の患者にインタビューを実施し、アプリの安定性（32%）や読み込み速度の向上

（22％）、アプリのサイズの小型化（14％）などの意見が寄せられた。 

 医療関係者からは通常の結核治療の必須アイテムとしての導入を推奨する意見も寄せられた。 
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実証プロジェクトの風景 

   
 

4.3. 第 3 フェーズ（2017 年 9 月～2017 年 12 月） 

実証プロジェクトの結果を反映させた現地化服薬遵守支援アプリの最終化を行った。 

1) 第 11 回の現地活動では、実証プロジェクトの結果を受けて、アプリの機能を患者が好んで使用

し、有効であったと判断された機能（リマインダー、カレンダー、教育動画）に絞り込み、サ

ーバーを使用せずにアプリ内で作動可能な形式へ変更することに決定し、アプリの最終化に向

けたプログラムの変更を開始した。 

実証プロジェクトに中心的に貢献して頂いたインドネシア大学呼吸器科の Erlina Burhan 氏を訪

問し、Budhi Antariksa 教授同席の上で結果を報告し、シンプルで使い勝手のいいアプリの作成で

同意を得た。Erlina Burhan 氏は患者インタビューでのコメントから、作成した動画が有効に情

報提供に役立っていることを評価し、病院としてのアプリの導入を検討する旨の意見をいただ

いた。 

NTP も訪問し、NTP の責任者である Asik Surya 氏にアプリ実証プロジェクトの結果の概略説明

を行った。Asik Surya 氏からは、推定患者数が世界第 2 位のインドネシアでは、あらゆるリソー

スを積極的に活用していく取り組み、今後の結核対策においてプライベートセクターの巻き込

みの重要性を認識しているという考えが示された。 

また、実証プロジェクト実施中に本事業を知り、我々と同じくアプリを用いての結核患者での

服薬改善に興味を持つインドネシア大学のコンピューターサイエンスの Fariz Darari と Qorib 
Munajat と情報交換を行った。Fariz Darari から、結核患者の服薬改善にアプリを使用するアイデ

アを思いつき、Qorib Munajat と共に具体的なコンセプトを作成すると同時に、既存アプリの一

斉検索で検出した本アプリを評価した結果、彼らのコンセプトに近いアプリが非常に高いクオ

リティーで作成されていることから、プロジェクト化を断念したとの説明を受けた。     

4.4. 第 4 フェーズ（2017 年 12 月～2018 年 3 月） 

現地化服薬遵守支援アプリの普及活動と結核に関する教育・啓蒙のために現地作業を行った。 

1) 現地化服薬遵守支援アプリに『Sembuh TB』（Sembuh はインドネシア語で治るという意味）と

名称をつけ、Google Play Store で公開を行った。患者情報の医療は個人情報に該当し、現地医療

関係者との面談や会議においても、その収集を慎重に対応するようにコメントが寄せられた。

最終化アプリは、サーバーでのデータ保存機能を削除し、患者情報の収集は行わない仕様とし
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たため、この懸念は問題のない仕様となっている。また、作成した教育動画は、より多くの場

面で教育資材として現地で使用して頂くため、事業終了までに YouTube からの一般公開を行う。 

2) 第 12 回の現地活動では、インドネシアでの結核医療従事者約 50 名を集め、結核治療における

患者マネージメントの問題・重要性について共通認識を持つと共に、アプリの実証プロジェク

トの結果報告を行った。オープニングリマークに続き、インドネシア大学医学部呼吸器科の

Erlina Burhan 氏からはインドネシアの結核の現状・課題についての問題提起があり、その後

KNCV の Yusie Permata 氏と PETA の Ully Alawiyah 氏から結核患者のマネージメント改善のため

のそれぞれの組織の活動について紹介を受けた。インドネシア大学コンピューターサイエンス

学部の Fariz Darari 氏は、今後の医療を変える可能性のある IT テクノロジーを紹介した。

Kopernik の Nadya Pryana 氏はアプリの実証プロジェクト終了後もアプリを使用し続けている 2
名の患者のインタビュー映像を交えながら、アプリの実証プロジェクトの結果紹介を行った。

なお、2 名の患者は病院での実証プロジェクト終了後もアプリを使用し続け、1 名は感受性結核

の 6 ヶ月治療を完遂し、残り 1 名は引き続き MDR-TB の治療を継続している。PTOI の
Yoesrianto Tahir は、Nadya Pryana 氏のアプリの実証プロジェクトの結果を反映して作成した最

終化したアプリの機能紹介を行った。その後、アプリの展開について出席者で議論を行った。

東ジャカルタ市保健局の結核対策の責任者である Nabila Salma 氏からは、Puskesmas や病院での

使用が有用と考えられることから、Puskesmas の責任者が集まる会でこのアプリを紹介するよう

に依頼を受けた。会の最後に、Erlina Burhan 氏から、本アプリのようなサポートツールを用い

た、結核患者が治療から脱落するのを防ぐ取り組みが少しでもインドネシアの結核撲滅につな

がることから、積極的にアプリの使用を推進するように会の出席者に対する推奨があり、報告

会が締めくくられた。なお、会議の様子は東ジャカルタ市保健局の HP や複数のメディアで紹介

された。 

会議アジェンダ 
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会議出席者 

 

会議風景 
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3) 第 13 回の現地訪問では、NTP を訪問し、NTP の了承のもとで実施した当該普及促進事業が無事

終了したこと、成果物としての『Sembuh TB』、さらには患者さんが視聴できる教育動画の作成

を行ったことを紹介し、事業についての一定の理解を得ることができた。一方、NTP からは

Case finding を初めとして、取り組む課題が山積しているとの説明があり、今後の普及に対する

NTP の支援についての言質を取るまでには至らなかった。 

KNCV には 2017 年 12 月のアプリの実証プロジェクトの結果報告会に出席して貰い、本事業へ

の認知と共に、インドネシアでの服薬遵守の向上に関する重要性についての認識を共有してい

る。今回の訪問では、新代表である Erik Post 氏にも『Sembuh TB』を紹介し、KNCV の活動で

の利用の可能性の検討を打診した。 

また、インドネシアの主要な呼吸器科医が参加して行われる The 15th Scientific Respiratory 
Medicine Meeting（PIPKRA 2018）の Postgraduate Course で 30 名を超える呼吸器科医師に対し、

結核治療での服薬遵守の重要性を訴求すると共に、結核患者の服薬遵守支援アプリの紹介を行

った。  

服薬遵守支援アプリのパンフレット  
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第5章 本事業の総括（実施結果に対する評価） 

5.1. 本事業の成果（対象国・地域・都市への貢献） 

本事業を通じ、事業実施を行った病院関係者や情報交換を行った関係機関に対し、結核治療におけ

る服薬遵守に関する啓蒙活動を行った。成果としては、インドネシアで初めてとなる結核患者が使

用できる専用のスマートフォンアプリを導入することができた。なお、アプリはその使用を促進す

るため、2018 年 2 月から Google Play Store から無料で配布を開始した。事業中に作成した教育動画

はアプリを介した使用に留まらず、病院での待合室での視聴や患者及びその家族などを対象とした

疾患教育など、様々な使用用途が想定される。なお、本動画はインドネシアでの結核治療での第一

人者である Erlina Burhan 氏の監修の上で作成されたため、動画の最後に氏の所属団体かつ実施機関

である Persahabatan Hospital、Perhimpunan Dokter Paru Indonesia（インドネシア呼吸器病学会）、

IMTC のロゴと共に、氏による監修の旨を記載することで、内容の正当性を担保した。このような

アプリの普及促進を通じた取り組みの中で、現地結核医療関係者に対して、アドヒアランス改善に

よる服薬遵守改善について、啓発を行う事ができた。この取り組みは、現地でのデラマニドを含む

抗結核薬の適正使用にも繋がったと考えられる。さらに、本事業を通じた現地関係者との情報交換

で、デラマニドを含む新規抗結核薬の適正使用を推進するための医薬品安全性監視システム

（Pharmacovigilance system, PV system）の構築が行われるなど、新薬の適正使用環境が複合的に整備

されていることも確認できた。 

結核対策は公衆衛生としての取り組みから、基本的に政府などの公的機関や NPO などの公共性の高

い機関が実施している。したがって、アプリの普及促進も公的な形での推進がより効果的である観

点に基づき、事業後は、インドネシアで多剤耐性結核制圧に向けた活動を行っている NPO である

IMTC が中心となり、アプリの普及促進・維持管理を実施することとなっている。今後、さらに多

くの患者での使用を通じたエビデンスの積み重ねから、国レベルでの使用推進への広がりに繋がる

ことを期待する。 

5.2. 本事業の成果（ビジネス面）、及び残課題とその解決方針 

本事業のビジネス対象であるデラマニドは、本事業実施期間中にインドネシア政府により GDFから

調達された。本報告書作成時点ではその使用は開始されてはいないが、NTP が本事業の目的でもあ

るデラマニド導入時の適切な薬剤使用環境整備のために時間を要しているためであり、2018年度中

の使用開始が見込まれる。WHO のガイドラインに準拠した使用が開始されれば、デラマニドは

MDR-TB 患者での重要な治療オプションとして継続使用されることが想定される。 

# タスク 
ビジネス展開に向けて
事業内に実施すべき項
目 

達成状況と評価 残課題と解決方針 

1 市場性／現地ニーズの
確認 

完 

本事業を通じ、MDR-TBの検出装置である Xpert MTB/RIFが大
量に普及されていることを確認。MDR-TBの治療はWHOが推奨
する Shorter MDR-TB regimenの使用が標準となるが、その対象
は 8割程度で、残りの 2割は新薬であるデラマニドとベダキリンを使
用した治療対象となると想定されている。 

－ 

2 デラマニドに対するインド
ネシア KOLからの理解 

未 

現地関係者と面談を実施し、デラマニドに関する情報交換を行っ
た。2016年発行の National guidelineにMDR-TBでのデラマニド
の使用が言及されているように、National Levelではデラマニドの重
要性について認知されている。 

国際学会・インドネシアの国内学会等
でのデラマニドに関する情報発信する 

3 商流の確定 完 デラマニドがインドネシア政府によって GDFから購入され、輸入ルー － 
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トは確立済み。公的医療機関での使用は、NTPから各施設に対し
て供給される。 

4 適正使用環境の整備 

完 

NTPが SOPを作成し、各病院での適正使用を推進することを確
認。各病院からのリクエストに従った薬剤供給が開始され、適正環
境下での使用が開始される。 

MDR-TBの治療施設に対し、本事
業で作成したアプリや教育動画の使
用を推奨し、適正環境の維持に寄与
する 
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第6章 本事業実施後のビジネス展開の計画 

6.1. ビジネスの目的及び目標 

6.1.1. ビジネスを通じて期待される成果（対象国・地域・都市の社会・経済開発への貢献） 

WHO 報告によると、2016 年にインドネシアで報告された結核患者のうち、25～44 歳までが全体の

51%である。[6] これらの社会生産性の高い年代が治療に従事することは、経済的負担や生産性低下

をきたし、インドネシア経済に大きな影響を及ぼすことが考えられる。 

年齢 男性 女性 全体 
0-15 16,981 15,621 32,602 
15-24 28,749 28,593 57,342 
25-34 36,609 28,164 64,773 
35-44 35,334 24,825 60,159 
45-54 37,612 24,067 61,679 
55-64 32,708 17,531 50,239 
>=65 21,504 10,310 31,814 
総数 209,497 149,111 358,608 
 

2017 年に実施された JEMM TB の報告では、インドネシアでの結核に関わる医療費、罹患・死亡に

よる生産性の損失等による経済的損失は年間約$5.46 billion（6,000 億円、1 ドル＝110 円）に及ぶと

報告されている。[5]  患者個人の立場でも、結核に罹患し、長期治療を余儀なくされることによる

失業、治療に伴う経済的負担、結核に対する Stigma（差別・偏見）の存在など、その後の社会活動

に支障をきたしてしまうという問題がある。[11] 

2014 年の WHO 報告ではインドネシアでの結核治療の成功率は薬剤感受性結核（標準治療期間 6 ヶ

月）で 86％、MDR-TB（標準治療期間 18～24 ヶ月）で 60％と報告されていた。しかしながら、

2014 年のアジア太平洋呼吸器学会において、インドネシアの結核治療の第一人者である Dr. Erlina 
Burhan（Persahabatan Hospital）はジャカルタ地域での感受性結核治療の成功率は 67％と述べ、国の

目標値である 85％と乖離があることを報告している。MDR-TB に比べて治療期間の短い感受性結核

の治療でさえ途中脱落が多く、治療成功率の低さが問題となっている。途中脱落の原因の一つとし

て、患者やその家族の結核に対する知識不足が考えられる。また､他のアジアの国々と同じように、

インドネシアにおいても結核は依然として Stigma（差別・偏見）の対象である。これが結核に対す

る正しい理解の妨げとなり、延いては適切な治療を受けることを阻害している可能性も考えられる。

また、インドネシアは直接監視下短期化学療法（Directly Observed Treatment, Short-course, DOTS）の

要素の一つである医療従事者の前での服薬ではなく、患者の利便性や医療機関の効率性を考えた上

で患者の家族を服薬の確認者とする Family-based DOTS が用いられている。Frieden らは Family-
based DOTS は魅力的な手段であるが、本来の DOTS のような服薬が望めない可能性のある危険なコ

ンセプトであることを指摘している。[12] 現地化服薬遵守支援アプリや教育動画はこれらの諸問題

の対応に有用なツールとなると考えられる。 

さらに、現地化服薬遵守支援アプリや教育動画を利用した啓蒙活動は、服薬遵守を改善するのみな

らず、結核に罹患する事によって生じうる経済的・社会的損失（生産性の低下、労働力の減少、差

別・偏見など）を防ぐことに寄与する事が期待できる。 

本事業でのビジネス対象であるデラマニドは世界で約 40 年ぶりの新薬となる抗結核薬である。[1, 
10] 間接的な効果に留まるが、本剤の導入により、MDR-TB 患者の治療が奏功し、患者が社会復帰
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すること・新たな MDR-TB 患者を生み出さないことにより、上記の社会的な損失を削減することが

期待できる。 

6.1.2. ビジネスを通じて期待される成果（ビジネス面） 

Xpert MTB/RIFの導入以降、MDR-TB 患者は毎年増加し、2016 年には RR-TB もしくは MDR-TB と

同定された患者は 2700 名を超えた（ただし、2016 年 11 月までの Xpert MTB/RIF導入数は 83 台）。

インドネシア NTP は 2020 年までには更に Xpert MTB/RIF を 2000 台導入し、結核疑い患者の半数以

上でのスクリーニングに使用することを計画している。[5]  罹患率ベースでは 2017 年時点で年間

3.2 万人の MDR-TB 患者がいるが、今後の Xpert MTB/RIFの更なる使用・普及拡大により、デラマ

ニドの使用対象となる MDR-TB 患者数は増大することが想定される。 

 

（JEMM TB 報告書より転記 [5]） 

6.2. ビジネス展開計画 

6.2.1. ビジネスの概要 

結核は公衆衛生の課題であり、多くの発展途上国では国の管轄下で治療が行われている。インドネ

シアでも、薬剤感受性結核の治療は民間病院でも行われているが、MDR-TB の治療はインドネシア

では NTP が認定した公立病院での治療に限定されており、各病院の薬剤供給は NTP から行われる。 

6.2.2. ビジネスのターゲット 

インドネシアでは WHOが推奨する MDR-TB での短期化治療レジメ（Shorter MDR-TB regimen）が

2017 年から導入されており、今後の MDR-TB の第一選択治療レジメは Shorter MDR-TB regimen と

なる。WHO からは Shorter MDR-TB regimen に関して使用指針が示されており、薬剤への感受性や

副作用などの観点でレジメを構成する薬剤が使用できないケースではこれまでの MDR-TB 治療が試

みられる。[13, 14] インドネシアでは、NTP は約 2 割が Shorter MDR-TB regimen に適さない患者に該

当すると想定している。一方、隣国シンガポールの昨年度の報告では、わずか 3 割程度の MDR-TB
患者だけが Shorter MDR-TB regimen の対象となりえたとの報告もあり、今後の推移を見守る必要が

ある。[15] いずれにしても、デラマニドを含む新薬はこれら Shorter MDR-TB regimen の対象となら

なかった患者での使用が想定されている。 
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6.2.3. ビジネスの実施体制 

本ビジネスにおいては、薬剤調達ルートが重要な実施体制となる。当面は本事業実施中に確立され

た GDF調達スキームが利用されるが、将来的にインドネシア国内で調達される場合は現地子会社を

通じた調達となることを想定している。        

6.2.4. ビジネス展開のスケジュール 

GDF調達スキームでのビジネスは本事業中にすでに開始した。現地調達スキームについては、内

的・外的要因による影響を多分に受けると考えられる。2018 年 2 月 13 日の発表では Global F und が

インドネシアの HIV, TB, Malaria への対策に 2018 年から 2020 年までの 3 年間に$264M（約 290 億円、

1 ドル＝110 円）を支援することを決定した。（https://www.theglobalfund.org/en/news/2018-02-13-
indonesia-and-global-fund-unveil-new-grants/）結核対策については『The grants will support Indonesia to 
reach the goal of detecting and treating 1.8 million additional TB cases, as well as increasing treatment success 
rates to more than 90 percent for TB and to 65-75 percent for drug-resistant TB.』（この支援は、3 年間に

180 万の追加結核症例を同定・治療する、さらには感受性結核での治療成功率を 90%以上に、多剤

耐性結核での治療成功率を 65-75%までに高めるという目標をインドネシアが達成するために利用さ

れる）が設定されている。したがって、MDR-TB の治療成功率達成のため、この資金を利用したデ

ラマニドを含む新薬の購入が行われる可能性が高く、少なくとも 2020 年までは GDF調達スキーム

でのビジネスが継続すると考えられる。 

6.2.5. 投資計画及び資金計画 

非公開 

6.2.6. 競合の状況 

非公開 
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6.2.7. ビジネス展開上の課題と解決方針 

非公開 

6.2.8. ビジネス展開に際し想定されるリスクとその対応策 

本事業ではデラマニド導入時の適切な薬剤使用環境整備のため、服薬遵守環境の改善を目的とした。

適正使用導入が行われない場合、デラマニドに対する耐性菌が容易に出現するリスクが想定される。

しかしながら、本事業で普及を行った服薬遵守支援アプリも含め、インドネシアでも薬剤の適正使

用環境の整備が急速に進められていることから、そのリスクは低いと考えている。 

6.3. ODA 事業との連携可能性 

6.3.1. 連携事業の必要性 

国連の持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals, SDGs）では、目標項目の一つであるゴ

ール 3 に『すべての人に健康と福祉を』を設定し、エイズ、結核、マラリアその他の感染症の蔓延

を 2030 年までに食い止めるとしている。しかしながら、2017 年の GBD 2016 SDG Collaborators によ

り、SDGs の健康に関する目標 37 項目のうち、達成の可能性があるのはわずか 5 分の 1 程度である

ことが報告されている。[16] インドネシアでも、三大感染症の中で、世界第 2 位の罹患率を示す結

核での取り組みが最も遅れており、一層の取り組みが必要である。 

インドネシアでは、2008 年 10 月 12 日から 2011 年 10 月 11 日まで東ジャワ州スラバヤ、西ジャワ州

バンドンおよびジャカルタで、『結核対策プロジェクト』として、結核に関する喀痰塗抹検査技術

の研修の標準化及び検査の的確な精度管理の実現のため、ラボラトリーネットワークの強化を通じ

て、質の高い結核菌検査サービスを整備することを目的に、結核対策の技術協力プロジェクトが実

施され、大きな功績を残している。 

インドネシアは深刻な結核事情を抱える一方、依然として結核検査体制・治療施設が少なく脆弱で

ある。本事業では、インドネシアでのデラマニド導入時の適切な薬剤使用環境整備のため、結核患

者のためのスマートフォン用服薬遵守支援アプリを導入することで服薬遵守環境の改善に取り組ん

だが、前述の『結核対策プロジェクト』のような ODA 事業による治療環境整備は、デラマニドの

適正使用を推進するだけでなく、SDGs 達成のためのインドネシアの結核対策においても効果的で

あると考えられる。また､結核対策は、SDGs の一環として日本政府が世界に提唱するユニバーサ

ル・ヘルス・カバレッジの中で重要な役割を持つ公衆衛生対策に資するため、今後も継続した対策

事業が重要と考えられる。 

6.3.2. 想定される事業スキーム 

結核対策は公衆衛生の課題・国家の取り組む課題であることから、政府間の取り決めで実施される

無償資金協力もしくは技術協力の形態が最も効果的であると考えられる。 

6.3.3. 連携事業の具体的内容 

2013 年から 2014 年に実施された疫学調査の影響から、インドネシアでは結核患者の発掘（Case 
finding）が最優先課題として取り組まれている。そのため、従来からの塗抹検査法での結核患者の

スクリーニングに加え、Xpert MTB/RIFを単に MDR-TB の同定に留まらず、すべての結核が疑われ

る患者での初期検査としての使用拡大が急速に進められている。このような環境下では、結核患者

のそのものの掘り起こしに伴い、更なる MDR-TB の同定も進むと考えられる。 

一方、Xpert MTB/RIFは簡易的に MDR-TB を検出するだけで、MDR-TB の確定診断や、これらの患

者にどのような治療が適しているかを判定するために、培養法やラインプローブ法などを用いた 2
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次抗結核薬の薬剤感受性試験のできる体制が不可欠である。JEMM TB の報告では、このような 2 次

抗結核薬の薬剤感受性試験のできる検査室がわずか 5 カ所であることが報告されており、同様な検

査能力を持つ施設の早急な増設が求められている。また、年間 100 万人を超える結核患者を抱え、

15,000 以上の島嶼で形成されるインドネシアには、国の結核検査態勢の要となる高いレベルの

National TB Reference Laboratoryを複数設立することが強く推奨されている。 [5] 

このような環境下で、再度日本の支援として『結核対策プロジェクト』のような国の結核検査体制

の強化を行う事業が展開されれば、適正な結核診断・治療体制が構築されるだけでなく、MDR-TB
の治療で使用されるデラマニドの有効利用も推し進めることができると考えられる。 
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添付資料 

現地化服薬遵守支援アプリの機能説明 

A) 基本機能設定 

 患者は Google Play Store からアプリをインストールする。 

Link： https://play.google.com/store/apps/details?id=com.sembuhapp.hybrid 

 患者は名前、年齢、居住地などの基本情報と共に、結核治療を①感受性結核での治療、②

Shorter MDR-TB regimen での治療、③通常の MDR-TB レジメでの治療の 3 つの中から選択す

る。 

 治療開始日と服薬時間を入力し、アプリの使用を開始する。 

B) アラーム機能 

 毎日服薬時間にアラームが機能し、アラーム音と共に、服薬を促すメッセージがアプリのホ

ームスクリーンに表示される。 

 このアラームメッセージを押すと、アプリのカレンダーページは開く。患者は服薬した場合

には、カレンダーの服薬ボタンを押して、服薬状況を記録する。 

 服薬が記録されない場合、6 時間後と 24 時間後にリマインダーメッセージがアラームメッ

セージと同じ仕組みで表示される。 

 アラーム機能はカレンダーに入力した病院訪問予定日にも機能し、病院訪問予定日前日に病

院訪問についてのリマインダーが機能する。 

C) カレンダー機能 

 カレンダーに服薬記録・病院訪問記録を入力できる。 

 インドネシアでは、感受性結核の治療において、2 ヶ月までは毎日の服薬、その後は週 3 回

の服薬となる。2 ヶ月後にカレンダー上部に表示される、治療を毎日服薬から週 3 回服薬へ

の変更を促すメッセージをクリックし、週 3 回服薬への設定変更が可能となる。なお、週 3
回のスケジュールは、月水金、火木土、水金日の 3 つのパターンから選択できる。 

 服薬予定日以外に服薬を行う場合はメインスクリーンの日付ボタンから、服薬予定を入力す

る。 

 感受性結核の治療が 6 ヶ月で終了する筈だが、場合によっては治療の延長があるため、6 ヶ

月後に治療の延長を確認するメッセージが表示される。 

 MDR-TB 患者は治療期間を通して服薬が毎日にとなるため、このような設定変更は行わない。

ただし、Shorter MDR-TB regimen での治療（12 ヶ月）か通常の MDR-TB レジメでの治療

（24 ヶ月）の 2 つのモードを設定した。 

 病院訪問予定はカレンダーの日にち、もしくはメインスクリーンの日にちをクリックするこ

とで設定する。また、訪問日の予定（喀痰塗抹検査、X 線検査、血液検査、コンサルテーシ

ョン）について入力ができる。喀痰検査については、訪問後に結果の入力が可能。 

D) 結核教育コンテンツ 
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インドネシアの実情に合わせながら、14 の教育動画とアプリの使用方法を簡潔に紹介した動画の視

聴が可能となっている。なお、飽きずに見られる長さとして、すべての動画を 2 分以下になるよう

に作成した。また、すべての動画に、インドネシアの結核の第一人者である Dr. Erlina Burhan が監

修したことを記している。 

E) 管理者からのメッセージシステム 

プッシュ通知機能の OneSignal の仕組みを利用し、短文のメッセージを管理者が送付できるように

なっている。 

アプリの操作画面 

   

 

 

 

 

 

メニュースクリーン メインスクリーン カレンダー ビデオリスト

アラーム設定 アラームメッセージ 服薬・病院訪問予定入力 病院訪問での検査項目入力

治療歴・検査結果まとめ喀痰検査結果記録入力 重要情報通知画面 一斉送信メッセージ
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教育動画リスト画面と教育動画一覧（計 15 本） 

 

 

No. 動画のタイトル 内容 
1 Tutorial Penggunaan Apps アプリの使用方法についての説明 
2 Apa itu Tuberkulosis?  結核についての説明 
3 Mengenal Tuberculosis di Indonesia インドネシアの結核状況の説明 
4 Cara Megobati Tuberkulosis 感受性結核の治療方法の紹介 
5 Mengenal Tuberculosis MDR 多剤耐性結核についての説明 
6 Cara Megobati Tuberkulosis MDR 多剤耐性結核の治療方法の紹介 
7 Factor Penyebab dan Risiko Tuberculosis 結核の原因とリスク要因の紹介 

1 2 3 4 5

6 7 8 9 10

11 12 13 14 15
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8 Tips Makanan dan Nutrisi Baik untuk 
Penderita Tuberkulosis 

結核治療時の栄養や食事の紹介 

9 Efk Samping Obat Anti Tuberkulosis 抗結核薬の副作用の紹介 
10 Mengontrol Infesi Tuberkulosis 結核を広めないための予防法の紹介 
11 Cara Mengeluarkan Dahak 結核診断で重要な痰の取り方の紹介 
12 Etika Batuk 咳エチケットの紹介 
13 Progress penyakit Tuberculosis and Multi 

Drug Resistance Tuberculosis 
結核治療の進行に伴う変化と対応の紹介 

14 Pertanyaan Sool TB yang Pailing Sering 
Dijukan 1 

結核について良くある質問とその答え その 1 

15 Pertanyaan Sool TB yang Pailing Sering 
Dijukan 2 

結核について良くある質問とその答え その 2 
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WHO の Global Tuberculosis Report 2015 に記載されたインドネシア疫学調査の情報 

2013 年から 2014 年に、インドネシアの NTP と National Institute of Health Research and Development
が主導して、結核疫学調査が実施された。この調査は、全土での 156 の集団からなる 112,350 人を

母集団とし、67,994 名が調査に参加した。この参加者のうち、15,446 名（23%）が結核検査の対象

となり、426 名が結核と診断された。この疫学調査の結果は、インドネシアの罹患率（Incidence）
と有病率（Prevalence）は 2013 年の 10 万人あたり 403 と 660 から、2014 年には 1,000 と 1,600 とな

り、それぞれ 2.5 倍程度の上方修正を余儀なくされた。（以下は WHO の Global Tuberculosis Report 
2015 からの抜粋） 
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